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1政 治 団 体 の 名 称

2主 た る 事 務 所 の 所 在 地

(アパー ト・マンション名)

(姓)3代表 者 の 氏 名

水戸

4会 計 責 任 者 の 氏 名

収 支 報 告 書
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活 動 区 域 の 区 分
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(名)
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(姓)
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(名)
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(そ の2) 収 支 の 状
1収 支の総括表

収 入 総 額 10612558,,

(前 年 か ら の 繰 越 額) 10,612,558

(本 年 の 収 入 額) 0

支 出 総 額 0

翌 年 へ の 繰 越 額 10,612,558

2収 入項 目別金額の内訳

(1)個 人の負担する党費又は会費

金 額

員 数(党 費又は会費を納入した人の数)

(2)寄 附

ア 寄附(イ を除 く。)の 区分 金 額 備 考

(ア)個 人 か ら の 寄 附 0

(う ち 特 定 寄 附) 0

(イ)法人その他の団体からの寄附 0

(ウ)政 治 団 体 か ら の 寄 附 0

小 計(ア)+(イ)+(ウ) 0

(寄附の うち寄 附のあっせん によるもの) 0

イ 政 党 匿 名 寄 附 0

合 計(ア+イ) 0



(その17)

1資 産等 の総括表

資 産 等 の 状 一況

資 産 等 の 有 無

資 産 等 の 項 目 別 区 分 有 無 備 考

ア 土 些 口 回

イ 建 物 [コ 図

ウ 建惣の所査豊且的と宣益地上権又越土地の賃燈権 [コ 図

工 亟 径 の 価 額 杢 」』Ω互 巴 盈 超 盆 亙 動 産 口 団

オ受亀魅鑑醜 盈 叢撃塗誠 ヤ1 [] 図

力 金 銭 信 誕 口 図

キ 査 価 証 遂 口 回

ク 出 資 上二 よ 益 権 韮吐 口 図

ケ 貸付先」二上の残直距迦 互巴ま超えゑ貸付金 口 回

コ 束 払 ね ぬ た 金 額 杢 ⊥ΩΩ互 旦 盈 超 亘 亙 敷 金 じ 図

取得の価額が100万 円を超 える施設の利用に関する権
口 図サ 利

シ 借ム先 .ご.との残直杢⊥ΩΩ互旦亙超え至借 ム金 口 回



(そ の20)
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添付書類(別 添のとおり)

1領 収書等の写し

2監 査意見書(政 党本部及び政治資金団体に限る。)

3政 治資金監査報告書(国 会議員関係政治団体に限る。)

この報告書 は、政治資金規正法 に従 って作成 した もので あって 、真実 に相違 あ りませ ん。

躯 藺 画!hヲ

政治 団体 の名称

会計責任者の氏名

代 表 者 の 氏 名

日本改革NEWプ ロジ ェク ト一
(代表者については解散時のみ記入すること)

(印)



政治資金監査報告書

平成28年/月 煮 日

目本改革NEWプ ロジェク ト　 　
警騨)㈱
研修修了年月 日 平成21年1.月29日

1監 査 の概 要

(1)私 は、政治資金規正法(以 下 「法」 とい う。)第19条 の13第1項 の規 定に基づ

き、 日本 改革NEWプ ロジェク ト(以 下 「当該 プ ロジェク ト」 とい う。)の 平成27年 に

係 る法 第12条 第1項 に規定す る収 支報 告書並び に当該収支報告書に係 る会計帳簿、明

細書、領収書等、領収書等を徴 し難かった支出の明細書等及び振込明細書(以 下 「会計

帳簿等 の 関係 書類」 とい う)に ついて、支 出に関す る政治 資金監査 を行った。

(2)こ の政治資金 監査 は、法 第19条 の13第2項 に定め る ところに よ り政治資金適正化

委員会が定める 「政治資金監査に関す る具体的な指針」(以 下 「政治資金監査 マニ ュア

ル」 とい う。)に 基づ き行 った。

(3)私 の責任 は、外部性 を有す る第三者 として、国会議員関係政治団体の会計責任者の作

成 した会計帳簿等の関係書類 について、政治資金監査マニュアルに基づき政治資金監査

を行った結果を報告することにある。

(4)こ の政 治資金監査 は、 当該 プ ロジェク トの主たる事務所において行った。

2監 査 の結 果

私が実施 した政治資金監査の結果は、以下のとお りである。

(1)法 第19条 の13第2項 第1号 に規定す る事項 について 、会計帳簿が保存されてい

た。

なお、政治資金監査の対象期間においては、当該プロジェク トに係 る支出はなく、

明細書、領収書等、領収書等を徴 し難かった支出の明細書、振込明細書及び振込明細

書に係 る支出 目的書は存在 しなかった。

(2)法 第19条 の13第2項 第2号 に規 定す る事項 について、会計帳簿には、当該国会議

員関係政治団体に係るその年における支出の状況が記載 され、かつ、当該国会議員関係

政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備えていた。

(3)法 第19条 の13第2項 第3号 に規 定す る事項 について、法第12条 第1項 に規 定す

る収支報告書 は、会計帳簿に基づいて支出が計上 されていない状況が表示されていた。

(4)法 第19条 の13第2項 第4号 に規 定す る事項 につ いて、領 収書等を徴 し難かった支

出の明細書等は存在 しなかった。

3業 務制 限

当該 プ ロジェ ク トと私 との間には、法第19条 の13第5項 の規定 に違反す る事実 は

ない

また 、当該プロジェク トと政治資金監査の業務を補助 した使用人その他の従業者 との

間においても、同様である。 以 上


